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1．高等学校卒業者の進路

平成17年3月の高等学校卒業者の大学等進学率が47.3％に達し、
この10年で10ポイントの伸びとなっている。

平成17年3月の高等学校卒業者の大学等進学率が47.3％に達し、
この10年で10ポイントの伸びとなっている。

資料出所：文部科学省「学校基本調査」

大学等進学者

専修学校等・入学学者
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2．16年度実績に基づく
大学入学者数等に関する試算

平成19年（2007)には、大学・短大の収容力が100％になる、
いわゆる大学全入時代の到来が予測される。

平成19年（2007)には、大学・短大の収容力が100％になる、
いわゆる大学全入時代の到来が予測される。

15年度
実績

16年度
実績

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 26年度

18歳人口 1,465 1,411 1,366 1,326 1,299 1,238 1,213 1,181

全志願者数 855 828 793 739 675 630 618 604

入学者数 718 705 704 703 675 630 618 604

資料出所：文部科学省「学校基本調査」、「学校基本調査速報」（平成16年度）、国立社会保障・人口問題研究所
「日本の将来推計人口」（平成14年1月統計）より文部科学省作成

大学・短大 84.00% 85.11% 88.81% 95.11% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

〈収容力〉

大学・短大の収容力100％
＝２００７年（平成19年）

（単位：千人・％）
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3．青少年（35歳未満）における
職業分類別求職割合

求人・求職は必ずしもマッチングは、していない。求人・求職は必ずしもマッチングは、していない。

資料出所：職業安定業務統計 2005年9月
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4．仕事につけない理由
仕事につけない理由として、34歳以下では「希望する種類・内容の仕事がない」とする割合が最も高く、
若年層において、仕事内容等でのミスマッチが課題となっていることをうかがわせるものとなっている。

仕事につけない理由として、34歳以下では「希望する種類・内容の仕事がない」とする割合が最も高く、
若年層において、仕事内容等でのミスマッチが課題となっていることをうかがわせるものとなっている。
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資料出所：総務省「労働力調査(詳細調査)」(2005年1月～3月)
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5．フリーターの就業意識

フリーターの就業に対する意欲は正社員よりは低い。フリーターの就業に対する意欲は正社員よりは低い。

資料出所：平成15年度 国民生活白書 （内閣府）

（備考）１．内閣府「若年層の意識実態調査」（2003年）により作成。
２．「あなたは次の考え方についてどのように思いますか。ひとつひとつについてあなたの考え方に近いものをお答えください。」という問に対し、

「あてはまる」、「どちらかといえばあてはまる」と回答した人の割合。
３．「フリーター」とは、学生、主婦を除く若年のうち、パート・アルバイト（派遣等含む）および働く意志のある無職の人。
４．回答者は、全国の20～34歳の男女1,849人。
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6．能力開発の主体に関する
労働者の意識について

能力開発の主体について、今後は「自分でよく考える」または、「どちらかといえば、
自分で考える」とする割合が高まっている。

能力開発の主体について、今後は「自分でよく考える」または、「どちらかといえば、
自分で考える」とする割合が高まっている。

12.1

25 .1

32 .6

17 .9

10 .9

7 .1

22 .1

28 .6

26 .8

15

7 .4

22 .3

25 .3

27 .9

16 .1

0 10 20 30 40 50 60

会社にまかせる

どちらかといえば、会社にまかせる

どちらとも言えない

どちらかといえば、自分で考える

自分でよく考える

全年齢

25～34歳

24歳以下

(%)

2 .8

3 .4

15 .5

29 .8

47 .9

0 .9

2 .6

13 .1

29 .9

54

1 .9

3 .3

13 .4

29 .5

50 .9

0 10 20 30 40 50 60

会社にまかせる

どちらかといえば、会社にまかせる

どちらとも言えない

どちらかといえば、自分で考える

自分でよく考える

全年齢

25～34歳

24歳以下

(%)

資料出所：厚生労働省委託「能力開発基本調査報告書」(平成15年)
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33 .6%

29 .3%

28 .3%

25 .4%

22 .6%

17 .0%

15 .5%

10 .6%

7 .8%

6 .7%

1 .1%

4 .9%

人づきあいなど会社生活を      
   うま くやっていく自信がな いから

健康上の理由

他にやりたいことがあるから

能力・適性にあった仕事            
   （向いている仕事）が分からな い

自分の能力・適性が分からな いから

希望の就職先が見つかりそうにな い

求職活動の仕方がわからないから

なんとなく

仕事に就く必要がな いから

家事・育児や介護で忙しいから

家の仕事を継ぐことになっている

その他

7．求職活動を一度もしたことが
ない理由（無業者複数回答）

「人づきあいなど会社生活をうまくやっていく自信がないから」が
最も高く、33.6％となっている。

「人づきあいなど会社生活をうまくやっていく自信がないから」が
最も高く、33.6％となっている。

資料出所：UFJ総合研究所
「若年者のキャリア支援に関する実態調査」
厚生労働省委託2003年
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8．学校生活を通じて教えてもらい
たかっ たこと（無業者・複数回答）

「職業に必要な専門的知識、技能、免許」が最も高く、以下「社会
人としてのマナー」、「職業の選び方」の順となっている。

「職業に必要な専門的知識、技能、免許」が最も高く、以下「社会
人としてのマナー」、「職業の選び方」の順となっている。

資料出所：UFJ総合研究所
「若年者のキャリア支援に関する実態調査」
厚生労働省委託2003年
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9．フリーターにおける正社員希望
について

正社員希望は、72.2％に達するなど、もともとフリーターになりた

かった人は少ない。

正社員希望は、72.2％に達するなど、もともとフリーターになりた

かった人は少ない。

＜実施時期＞ 2005年9月5日～9月19日
＜実施方法＞ 全国２０箇所のジョブカフェモデル地域に依頼して用紙を配布

選択形式及び自由記入形式で無記名にて回収
＜対象者＞ 全国のジョブカフェに勤務するキャリアカウンセラー２２４名
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0.1%7.5%

16.8%

37.8%

37.7%
あせる

ややあせる

あまりあせらない

あせらない

無回答

10．仕事をしていないことについて
の意識（無業者）

仕事をしていないことへのあせりを感じている無業者が、75．5％に

達している。

仕事をしていないことへのあせりを感じている無業者が、75．5％に

達している。

資料出所：UFJ総合研究所「若年者のキャリア支援に関する実態調査」 厚生労働省委託2003年
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11．ワーキングホリデーを経験して
習得できたこと

「外国語能力」「国際感覚・異文化適応能力」「幅広い視野」等、

習得できたと、多くの青少年が自覚している。

「外国語能力」「国際感覚・異文化適応能力」「幅広い視野」等、

習得できたと、多くの青少年が自覚している。
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積極性

忍耐・我慢強さ

幅広い視野

国際感覚・異文化適応能力

資料出所：2004年厚生労働省委託調査 （財）海外職業訓練協会

「海外就業体験が若年者の職業能力開発・キャリア形成に及ぼす影響に関する調査研究委員会報告書」
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12．ワーキングホリデー利用者の
帰国後の就職条件

帰国後の就職条件として「特に有利な条件とはならなかった」が

「有利な条件となった」を上回っている。

帰国後の就職条件として「特に有利な条件とはならなかった」が

「有利な条件となった」を上回っている。

資料出所：2004年厚生労働省委託調査 （財）海外職業訓練協会
「海外就業体験が若年者の職業能力開発・キャリア形成に及ぼす影響に関する調査研究委員会報告書」

100.0 831件数

4.6 38無回答

10.5 87わからない

0.7 6かなり不利な条件となった

4.2 35少し不利な条件となった

43.0 357特に有利な条件とはならなかった

26.0 216少し有利な条件となった

11.1 92かなり有利な条件となった

ワーキング・ホリデー
帰国後の就職条件

（帰国後・・・働いていた・求職中の機関が長かった）

（人数） （％）
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55 187 154 7

13．勤労青少年ホームにおける
近年の利用状況

「減少している」が「増加している」の３倍以上となっている。「減少している」が「増加している」の３倍以上となっている。

資料出所：厚生労働省職業能力開発局育成支援課キャリア形成支援室
「地方公共団体における勤労青少年福祉行政の取組状況に関するアンケート」（平成１５年１月）

13.6%
(55件）

46.4%
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38.2%
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1.7%
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減少している 横ばい

増加している

無回答
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14．勤労青少年ホームの利用者が
減少している要因

勤労青少年人口の減少、施設の老朽化、に続いて、利用者ニーズの

対応不足が高い割合となっている。

勤労青少年人口の減少、施設の老朽化、に続いて、利用者ニーズの

対応不足が高い割合となっている。

資料出所：厚生労働省職業能力開発局育成支援課キャリア形成支援室
「地方公共団体における勤労青少年福祉行政の取組状況に関するアンケート」（平成１５年１月）

（回答ホーム件数・複数回答）
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